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研究成果の概要（和文）：排尿の自立が促進する看護ケアシステムを開発するために、超音波画像上で骨盤底筋
の収縮を数値化する技術の開発（目的1）と、ICTによる看護師のコンサルテーションシステムの有効性検証（目
的2）を行うこととした。目的1では、経会陰超音波画像での恥骨下縁と直腸肛門角の同定、経腹超音波画像での
膀胱底部の移動距離の数値化、目的2では、排尿日誌の画像から、排尿時刻、排尿量などに関する数字情報の特
定技術を開発した。産後尿閉により自己導尿中の患者に、超音波画像による膀胱内尿量の観察方法と導尿の必要
性の判断の指導を行ったところ、退院後の尿閉の回復に伴って自己導尿回数の減少、尿路感染症の予防ができる
ことを確認した。

研究成果の概要（英文）：To establish nursing consultation system for continence self-management　
using ICT, this study had two aims: 1) development of quantification of pelvic floor muscle 
contraction on　ultrasound images and 2) evaluation of effectiveness of the ICT-based nursing 
consultation system. We developed the technology to determine the pubic symphysis and anorectal 
angle on transperineal images, and to quantify the movement of bladder base during pelvic floor 
muscle contraction on transabdominal images. We also developed the technology to determine the 
values in a handwritten bladder diary that shows voiding time and urine volume. For a woman with 
urinary retention after vaginal delivery, we provided education about skill to observe bladder 
volume using an ultrasound device and judge whether she should perform catheterization or not. Under
 the nursing consultation, the frequency of catheterization decreased rapidly and no urinary tract 
infection occurred after discharge.

研究分野： 看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
下部尿路症状の管理の評価に必要な情報を、超音波画像と排尿日誌から自動抽出技術の開発に取り組んだ。ま
た、その一部を使用して、ICTにより看護師がコンサルテーションの実施可能性、有効性を確認したところ、退
院後に、患者が入院中に習得した超音波画像での膀胱観察技術などを用いて、下部尿路症状のセルフモニタリン
グした結果をICTにより看護師がコンサルテーションすることで、外来受診などをしなくても、下部尿路機能の
回復に合わせてタイムリーに排尿の自立が促進する可能性が示唆された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
骨盤内手術（前立腺全摘）や分娩などによる骨盤内の形態変化や陰部神経損傷による下部尿路

機能障害では、障害の種類に合わせて骨盤底筋訓練や自己導尿指導などの対処方法が指導され
るが、退院までの期間が非常に短いため、入院中に自己管理方法を完全に習得することは困難で
ある。さらに、下部尿路症状はその後の数か月の中で変化することも多く、その変化に合わせた
ケアも必要となる。しかし、骨盤内手術や分娩による下部尿路障害は、退院後に専門的な排尿ケ
アが提供されるシステムがなく、入院中に立てられた排尿管理方法が退院後の症状の変化に対
応できないことがある。それにより、社会生活を送る中で患者は下部尿路症状による悩みを抱え
ることとなる。 
排尿自立に向けた継続支援において重要なことは、入院中に指導された対処方法を習得し適

切な排尿管理を自力で行えるようになったか、下部尿路障害が退院後に悪化していないか・その
変化が現行の自己管理方法とマッチしているかの再評価である。そのため、排尿に関する専門的
な知識や技術を持つ看護師が、退院後も継続して下部尿路症状と自己管理手技を確認し、適切な
排尿ケアを提供すれば、排尿の自立につなげることが可能と考える。 
下部尿路症状の確認は、排尿日誌による 1 回排尿量や排尿頻度などの記録、超音波画像を用い

た排尿前後の膀胱尿量測定を用いて行う。自己管理手技は、骨盤底筋訓練実施時の尿道閉鎖や自
己導尿手技を実際に観察して確認を行う。しかし、急性期の退院後に排尿ケアを行う場は多くの
場合外来であり、外来の受診のタイミングを排尿のタイミングに合わせることは難しく、下部尿
路症状や排尿手技を外来の短時間で適切に把握することは困難である。また、外来で受け入れら
れる患者数には限度があり、次の受診は数週間後となるが、排尿管理手技の確立支援の頻度とし
ては期間が開きすぎている。仮に予約が取れたとしても、公共交通機関を使って頻回に外来受診
をすることは、排尿管理が確立できていない患者にとって難しい。 
これらの問題を解決し排尿の自立を促進させるためには、下部尿路症状と自己管理手技の確

認の実施者を看護師から患者自身に転換させ、自宅にいながら下部尿路症状をマネジメントす
る力を患者に付与する看護ケアの確立が求められている。そこで有用な方法が、超音波画像を用
いた下部尿路の自己観察（セルフエコー）である。排尿前後の膀胱内尿量を計測することで、簡
便に 1 回排尿量や残尿量を記録することが可能であるとともに、自己導尿により十分な尿排出
ができたか手技の確認もできる。また、同じ観察方法を用いて、骨盤底筋が収縮する際の膀胱底
部の挙上から、 骨盤底筋の収縮の正否の評価（バイオフィードバック）も可能である。ただし、
失禁のコントロールには骨盤底筋を収縮させた時の尿道閉鎖の程度が最も重要であるが、現時
点ではそのような技術がない。そのため、セルフエコーを普及させるには、画像処理技術により
骨盤底筋の収縮時の尿道径の短縮率や短縮の保持時間の数値化にまず取り組む必要がある。 
 
２．研究の目的 
本研究では、超音波を用いて患者自身が膀胱を観察し（セルフエコー）、随時 ICT により看護

師にコンサルテーションすることで、下部尿路症状と自己管理手技を患者自身がセルフモニタ
リングし、排尿の自立が促進する看護ケアシステムを開発するために、超音波画像上で骨盤底筋
の収縮を数値化する技術の開発（目的 1）と、ICT による看護師のコンサルテーションシステム
の有効性検証（目的 2）を行うこととした。 
 
３．研究の方法 
（１）超音波画像上で骨盤底筋の収縮を数値化する技術の開発 
 使用データ： 

先行研究において取得した前立腺全摘除術を受ける患者の経会陰超音波画像、および産後
女性の経腹超音波画像 
 開発方法： 

A) エコー動画データのエキスパートによる分析と画像処理用特徴量候補の抽出 
B) 動画像処理手法の要求仕様記述 
C) プロトタイプソフトウエア作成による特徴量の選択 

  D) 選択特徴量に基づき自動解析する手法の実装、プログラム化 
E) サンプル動画データによる実現可能性の検証 

 
（２）ICT による看護師のコンサルテーションシステムの有性検証 
① 排尿日誌画像からの排尿回数や 1 回排尿量の同定の基礎技術の開発 

 使用データ： 
先行研究において取得した排尿日誌記録 

 開発方法： 
A) 排尿日誌の典型例の収集。排尿日誌のタイプ分類と記述内容の項目抽出 
B) 1) 表形式の読み取り技術の調査、2) 数値 OCR 技術の調査 
C) 1) 排尿日誌の表形式の自動認識のための特徴量選択、2) 排尿日誌中の数値項目の自動

認識プロトタイプの開発 
D) 数値部読み取り手法の実装・プログラム化 
E) サンプル排尿日誌による検証 



② ICT による看護師のコンサルテーションシステムの有性検証 
 対象：分娩後に尿閉を呈する女性 1 名 
 方法：入院中に、①自己導尿手技、②エコーでの膀胱内尿量の観察方法、③膀胱内尿量をもと
にした導尿の必要性の判断について指導 
 評価：退院後の導尿回数、尿路感染症の発生の有無 
 
 
４．研究成果 
（１）超音波画像上で骨盤底筋の収縮を数値化する技術の開発 
① 経会陰超音波画像 
前立腺全摘除男性患者の経会陰超音波画像から、恥骨下縁と直腸肛門角の同定までは自動検

出できるようになった（図 1）ことから、今後、尿道閉鎖状況を数値化していく予定である。 

 
② 経腹超音波画像 
分娩後の女性の経腹超音波画像から、骨盤底筋の収縮の程度を数値化する技術の開発に取り

組んだ（図 2）。専門家による収縮 の良・不良の判断と、自動で数値化された収縮の程度が高い
確率で一致することが確認できた。 

 
（２）ICT による看護師のコンサルテーション 

システムの有性検証 
① 排尿日誌画像からの排尿回数や 1 回排尿量
の同定の基礎技術の開発 

 排尿日誌の画像から、排尿時刻、排尿量、尿失
禁量に関する数字情報を特定できる技術を開発
した（図 3）。 
② ICT による看護師のコンサルテーションシ

ステムの有性検証 
産後に尿閉があり自己導尿を行っ ていた患者

対し、入院中の指導並びに退院後のコンサルテー
ションを行った。その結果、医療機器に日常的に
慣れていない患者においても、退院前に十分な指
導を直接行うことで、退院後に一人で、スマート
フォン型の超音波検査診断装置の操作し、膀胱内
の尿量を描出することが可能であることが確認できた。また、この画像や、排尿日誌の情報を医
療者に送ることにより、尿閉の回復に伴ってタイムリーに自己導尿回数を減らすができ、ICT に
よる看護師の排尿ケアのコンサルテーションが排尿自立や尿路感染症の予防に効果があること
が示された。 
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